

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































12)黒須 充.神 文雄.綱分憲明 :高校必修クラブに
関する一考察,長崎大学教養部紀要人文科学編,第
26巻第2号,102頁,1986.
13)人事院規則9-30(教育特殊勤務手当)24条の-2
第4号の規定である.なお第3号は,対外運動競技
等においては,児童又は生徒を引率して行う指導業
務を規定している.
14)山陽新聞,1990年9月4日付 ･朝刊によれば,岡山
市で1989年4月から1990年7月までに,体罰又は体
罰と思われる事柄が22件発生している.
15)1990年より,文部省は全国で中･高等学校63校を研
究校として指定した.また,神奈川県では,指導者
研修,部活動推進,部活動設備 ･用具整備から成る
[県立高等学校部活動奨励事業]を実施している.
16)1946年6月の [学校校友会運動部の組織運営に関す
る件](体育局長通牒)は "課外運動としての校友
会運動部の適正な組織運営は民主主義的な体育振興
の源動力"の立場から,組織運営の参考事項を掲げ,
運動部の方向を示したものである.
17)1948年以来,49,54,57,71,79年に事務次官通達
というかたちで,基準が変更されている.また,そ
の適正な運用を図るため,青少年運動競技連絡協議
会が組織されている.
18)教育職員免許法の改正で,1990年度より教職科目の
中に,特別活動の2単位が加えられた.
19)部活動のように勤務時間外に行なわれる心身に著し
い負担を与える業務のうち,教職調整額では評価さ
れていない部分について,人事院規則9-30は教員特
殊勤務手当を支給する(24条の2)こととしている.
20)羽山健一 :スポーツ部活動と教師の権利,草土文化,
東京,スポーツ･部活所収,249頁,1987.
21)文部省は,
-1)10年ほど以前から各府県ごとに,"クラブ活動指
導者講習会"を実施している.
-2)1987年3月【社会体育指導者の知識の技能審査事業
の設定に関する規定]を告示した.各種スポーツ
団体の行う知識 ･技能の証明事業のうち,一定の
基準に達したものを,指導者として認定している.
22)社会教育法 ･第2条は,"学校教育法に基づき,学
校の教育課程として行われる教育活動を除き,主と
して青少年及び成人に対して行われる組織的な教育
活動(体育及びレクリエーション活動を含む)"
(1990年10月29日受理)
- 18-
